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○サービス提供時の報酬の算定

■ 児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援を提供した際の報酬の額は、「児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法にににににににに

基づく指定基づく指定基づく指定基づく指定基づく指定基づく指定基づく指定基づく指定通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援及び基準該当及び基準該当及び基準該当及び基準該当及び基準該当及び基準該当及び基準該当及び基準該当通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援通所支援に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準に要する費用の額の算定に関する基準（平成24年3月14日厚

生労働省告示第122号）別表の障害児通所給付費単位数表により算定する単位数に「厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定厚生労働大臣が定

める一単位の単価める一単位の単価める一単位の単価める一単位の単価める一単位の単価める一単位の単価める一単位の単価める一単位の単価（平成24年厚生労働省告示第128号）」を乗じて得た額となる。

■ 指定障害児入所支援を提供した際の報酬の額については、「児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法に基づく指定に基づく指定に基づく指定に基づく指定に基づく指定に基づく指定に基づく指定に基づく指定入所支援入所支援入所支援入所支援入所支援入所支援入所支援入所支援に要するに要するに要するに要するに要するに要するに要するに要する

費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準費用の額の算定に関する基準（平成24年3月14日厚生労働省告示第123号）により同様の計算を行う。

■ 具体的には、単位数に1010101010101010円円円円円円円円を乗じて得た額にサービス提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合提供事業所が所在する地域区分に応じた割合を乗

じて得た額を乗じて得た額となる。

■ 地域区分については、平成28年４月１日時点で、岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」岡山市以外は「その他」となる。(変更なし)

また、平成28年４月１日から岡山市岡山市岡山市岡山市は地域区分の変更が予定されている。は地域区分の変更が予定されている。は地域区分の変更が予定されている。は地域区分の変更が予定されている。（現行は（現行は（現行は（現行は12121212級地。上乗せ割合の級地。上乗せ割合の級地。上乗せ割合の級地。上乗せ割合の

変更はなく３％のまま）変更はなく３％のまま）変更はなく３％のまま）変更はなく３％のまま）

○加算の算定時期
■ 届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、利用者

や指定特定相談支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月届出が毎月届出が毎月届出が毎月届出が毎月届出が毎月届出が毎月届出が毎月1515151515151515日以前日以前日以前日以前日以前日以前日以前日以前

になされた場合には翌月からになされた場合には翌月からになされた場合には翌月からになされた場合には翌月からになされた場合には翌月からになされた場合には翌月からになされた場合には翌月からになされた場合には翌月から、、1616161616161616日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から日以降になされた場合には翌々月から、算定を開始するもの

となる。

※※※※県においては、各事業所県においては、各事業所県においては、各事業所県においては、各事業所（障害児入所施設以外）（障害児入所施設以外）（障害児入所施設以外）（障害児入所施設以外）の加算情報を国保連合会へ報告の加算情報を国保連合会へ報告の加算情報を国保連合会へ報告の加算情報を国保連合会へ報告
することとなっており、県の事業者台帳と事業者の請求情報、市町村の受給者台帳することとなっており、県の事業者台帳と事業者の請求情報、市町村の受給者台帳することとなっており、県の事業者台帳と事業者の請求情報、市町村の受給者台帳することとなっており、県の事業者台帳と事業者の請求情報、市町村の受給者台帳
の突合が行われるので、届出については厳重に行うようお願いしたい。の突合が行われるので、届出については厳重に行うようお願いしたい。の突合が行われるので、届出については厳重に行うようお願いしたい。の突合が行われるので、届出については厳重に行うようお願いしたい。

○事後調査等で届出時点において要件に合致していないこ

とが判明した場合の取扱い

■ 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の

上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となる上、なお改善が見られない場合は、当該届出は無効となるものであること。この場合、当該届

出に関してそれまで受領していた給付費等は不当利得になるので返還措置を講ずることは当
然であるが、不正・不当な届出をした指定障害福祉サービス事業者等に対しては、厳正な指
導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって
対処することになる。

■ また、改善が見られた場合においても、要件に合致するに至るまでは、当該加算等は算定
しないことはもちろん、要件に合致していないことが判明した時点までに当該加算等が算定さ

れていた場合は、不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる不当利得になるので返還措置を講ずることとなる。

※※※※請求における計算ミス等単純なものについては、過誤請求の手続となるため、あら請求における計算ミス等単純なものについては、過誤請求の手続となるため、あら請求における計算ミス等単純なものについては、過誤請求の手続となるため、あら請求における計算ミス等単純なものについては、過誤請求の手続となるため、あら

かじめ市町村へ過誤申立ての連絡をした上で手続を行うこと。かじめ市町村へ過誤申立ての連絡をした上で手続を行うこと。かじめ市町村へ過誤申立ての連絡をした上で手続を行うこと。かじめ市町村へ過誤申立ての連絡をした上で手続を行うこと。
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○加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

■ 指定障害児通所支援事業所等の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた

場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出る速やかにその旨を届け出ること。

なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わ

ないないないないないないないないものとする。また、この場合において届出を行わず、当該加算について請求を行った場合

は、不正請求となり、支払われた給付費等は不当利得となるので返還措置を講ずることになる

が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処することとなる。

○利用者に対する利用料の過払い分の返還

■ 不当利得分を市町村へ返還することとなった指定通所支援事業所等においては、 市町村

への返還と同時に、返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分返還の対象となった給付費等に係る利用者が支払った利用料の過払い分

を、を、を、を、を、を、を、を、それぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還するそれぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還することことことことことことことこと。その場合、返還に当たっ

ては利用者から利用者から利用者から利用者から利用者から利用者から利用者から利用者から受領書を受け取り受領書を受け取り受領書を受け取り受領書を受け取り受領書を受け取り受領書を受け取り受領書を受け取り受領書を受け取り、当該指定、当該指定、当該指定、当該指定、当該指定、当該指定、当該指定、当該指定障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援障害児通所支援事業所等において事業所等において事業所等において事業所等において事業所等において事業所等において事業所等において事業所等において保存しておく保存しておく保存しておく保存しておく保存しておく保存しておく保存しておく保存しておく

こと。
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○算定上における端数処理について
■ 単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算

に限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うに限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行う。つまり、絶えず整数値に割整数値に割整数値に割整数値に割整数値に割整数値に割整数値に割整数値に割

合を乗じていく合を乗じていく合を乗じていく合を乗じていく合を乗じていく合を乗じていく合を乗じていく合を乗じていく計算となる。

※サービスコードについては、加算等を加えて一体型の合成コードとして作成しており、その

合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）である。

（例） 児童発達支援センター（利用定員４０人以下で９１７単位）

・ 地方公共団体が設置する施設の場合 所定単位数の９６５／１０００

９１７×０．９６５＝８８４.９０５ → ８８５８８５８８５８８５単位単位単位単位

・ 定員超過利用による減算がかかる場合 所定単位数の７０／１００

８８５×０．７＝６１９．５６１９．５６１９．５６１９．５ → ６２０６２０６２０６２０単位単位単位単位

※※※※※※※※ ９１７９１７９１７９１７９１７９１７９１７９１７××××××××０．９６５０．９６５０．９６５０．９６５０．９６５０．９６５０．９６５０．９６５××××××××０．７０．７０．７０．７０．７０．７０．７０．７＝＝＝＝＝＝＝＝６１９．４３３５６１９．４３３５６１９．４３３５６１９．４３３５６１９．４３３５６１９．４３３５６１９．４３３５６１９．４３３５として四捨五入するとして四捨五入するとして四捨五入するとして四捨五入するとして四捨五入するとして四捨五入するとして四捨五入するとして四捨五入する

のではない。のではない。のではない。のではない。のではない。のではない。のではない。のではない。

■ 金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、１円未満（小数点以下）の端数については、

「切り捨て」「切り捨て」「切り捨て」「切り捨て」「切り捨て」「切り捨て」「切り捨て」「切り捨て」とする。

（例） 前記の事例で、このサービスを月に２２回提供した場合（地域区分は１２級地）

・ ６２０単位×２２回＝１３，６４０単位

・ １３，６４０単位×１０．１９円／単位＝１３８，９９１.６円 → １３８，９９１１３８，９９１１３８，９９１１３８，９９１円円円円
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電子請求システム電子請求システム電子請求システム電子請求システム電子請求システム電子請求システム電子請求システム電子請求システム

○電子請求システム（支払等システム）について

◎インターネット利用による請求

■請求情報の作成および送信は、簡易入力システムを使用する。
※請求情報の作成は市販の事業所業務管理ソフトウェア（他システム）を使用することもできる。この場合は、他

システムで作成した請求情報を取り込み、送信を行う取込送信システムを使用する。

■事業所がインターネットで送信した請求情報は、電子請求受付システムを経由して国保連合会に
送信される。

■国保連合会では請求情報を処理し、市町村による審査の後、作成された支払額決定通知書等の
通知情報（データ／PDF）をインターネットで事業所宛に送信する。

3



○介護給付費等の請求の流れ

事業所または代理人 国保連合会 市町村

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス
提
供
翌
月

提
供
翌
月

提
供
翌
月

提
供
翌
月

第
1

週

第
2

週
・最
終
週

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス
提
供
翌
々
月

提
供
翌
々
月

提
供
翌
々
月

提
供
翌
々
月

第
1

週

第
2

週
・

最
終
週

①請求情報の
作成・送信

請求情報 ②受付／形式
チェック

エラー通知

④受付点検・資格
点検・支給量管理

市町村審査用資料情報

点検済情報

⑤審査

⑥返戻処理⑦通知文書取得

⑨通知文書取得 ⑧支払処理

審査結果資料情報

返戻通知情報

支払決定額通知
書情報

支払決定額
内訳書情報

③請求情報の
修正・再送信

○請求の流れ①

① 請求情報の作成・送信請求情報の作成・送信請求情報の作成・送信請求情報の作成・送信

事業所等は、支給決定者に対してサービスを行った場合、簡易入力システムに請求情報
（「表１ 提出する請求情報」参照）を入力し、サービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにサービス提供翌月の１０日までにインターネットに

より国保連合会（電子請求受付システム）に送信する。

該当事業所 障害福祉サービス

請求情報 指定サービス事業所 指定相談支援事業所等 基準該当事業所

障害児通所給付費・入所給付費等請
求書情報

○

障害児通所給付費・入所給付費等明
細書情報

○

特例障害児通所給付費等請求書情
報

○ ※１

特例障害児通所給付費等明細書情
報

○ ※１

障害児相談支援給付費請求書情報 ○

利用者負担上限額管理結果情報 ○ ○ ○ ※１

サービス提供実績記録票情報 ○ ○ ※１

※１：市町村が国保連合会に委託している場合

（表１ 提出する請求情報）
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○請求の流れ②

② 受付／形式チェック受付／形式チェック受付／形式チェック受付／形式チェック

提出された請求情報については、電子請求受付システムで形式チェックを行い、内容にエ

ラーがあれば到達確認画面にエラー表示される。

③ 請求情報の修正・再送信請求情報の修正・再送信請求情報の修正・再送信請求情報の修正・再送信

形式チェックでエラーとなった情報の確認、誤りを修正した後、国保連（電子請求受付シス

テム）に再送信する。

④ 受付点検・資格点検・支給量点検受付点検・資格点検・支給量点検受付点検・資格点検・支給量点検受付点検・資格点検・支給量点検

国保連は受付点検等を行い、市町村審査用資料及び点検済情報を作成し市町村へ送付。

⑤ 審査審査審査審査

市町村は審査を行い、審査結果を国保連へ送信。

⑥ 返戻処理返戻処理返戻処理返戻処理

市町村の審査結果資料情報により、返戻が発生した場合、事業所等へ返戻通知情報を送
信する。（審査月の月末頃に電子請求受付システムの照会一覧画面より確認可能）

⑦ 通知文書取得通知文書取得通知文書取得通知文書取得

国保連（電子請求受付システム）から返戻通知情報を受信（ダウンロード）する。

⑧ 支払処理支払処理支払処理支払処理

市町村の審査結果資料情報に基づき事業所等へ支払決定額通知書情報等を送信。支払

決定通知書に基づき、15日に指定口座へ振り込み。（土日祝日の場合は翌営業日）

⑨ 通知文書取得通知文書取得通知文書取得通知文書取得

国保連（電子請求受付システム）から支払決定額通知書情報等を受信（ダウンロード）する。

○過誤処理について

■ 請求内容の誤りによる返戻返戻返戻返戻返戻返戻返戻返戻であった場合、当該明細書の修正を行い、国保連合会に再請国保連合会に再請国保連合会に再請国保連合会に再請国保連合会に再請国保連合会に再請国保連合会に再請国保連合会に再請

求求求求求求求求を行う。（請求明細書の誤りで返戻となり、再請求を行う場合、請求明細書に対応する

サービス提供実績記録票も合わせて再提出する必要がある。）

また、市町村から国保連合会に送る台帳の誤りによる返戻の場合、市町村に対し台帳

の修正を依頼し、その後、国保連合会に再請求を行う。

■■■■ 過誤申し立て過誤申し立て過誤申し立て過誤申し立て過誤申し立て過誤申し立て過誤申し立て過誤申し立ての依頼について

事業所等は、請求明細書等の記載誤り等によって、実際のサービス提供実績とは異なる

金額の支払いが行われた場合、介護給付費・訓練等給付費の取下げを行う（支払決定済み

の請求のみ取り下げ可能）。取り下げを行う場合、市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡市町村にその旨を連絡し、国保連合会国保連合会国保連合会国保連合会国保連合会国保連合会国保連合会国保連合会

に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼に過誤申し立てを行うよう依頼する。

事業所事業所事業所事業所

市町村市町村市町村市町村
国保連合会国保連合会国保連合会国保連合会

①過誤申立書提出

②過誤申立情報（伝送）

④結果通知

③過誤処理

支払額の調整
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1日

翌月 翌々月

1０日

正常月①

分の請求

過誤処理・市町村審査

1日 1０日

結果通知

再請求

1５日

支払支払支払支払A

過誤申立のあった月

正常月②

分の請求

1５日

支払支払支払支払B

※支払A・・・・正常月①分の支払から過誤処理分を差引いた金額が支払われる。

※支払B・・・・正常月②分と再請求分を足した金額が支払われる。

市町村審査

○通常過誤の請求・支払のスケジュール

このほかに、請求額より過誤額が多い等、市町村の判断により同月過誤同月過誤同月過誤同月過誤（正常
月分と再請求分の合計金額から過誤処理分を差引いた金額を支払う。）が行う
ことが出来ます。

※※請求時の「エラー」及び「警告」発生減少のため、適正な算定及び請請求時の「エラー」及び「警告」発生減少のため、適正な算定及び請
求手続をお願いします。求手続をお願いします。

【【【【支払等システムに関する問い合わせ先支払等システムに関する問い合わせ先支払等システムに関する問い合わせ先支払等システムに関する問い合わせ先】】】】

岡山県国民健康保険団体連合会岡山県国民健康保険団体連合会岡山県国民健康保険団体連合会岡山県国民健康保険団体連合会 介護保険課介護保険課介護保険課介護保険課 障害者自立支援障害者自立支援障害者自立支援障害者自立支援

TELTELTELTEL：０８６－２２３－９１１０：０８６－２２３－９１１０：０８６－２２３－９１１０：０８６－２２３－９１１０

＜受付時間＞＜受付時間＞＜受付時間＞＜受付時間＞

平日平日平日平日 8:308:308:308:30～～～～17:1517:1517:1517:15（（（（12:0012:0012:0012:00～～～～13:0013:0013:0013:00は除く）は除く）は除く）は除く）
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【個別注意事項】 

〇定員規模別単価の取扱いについて  

① 児童発達支援、放課後等デイサービス、障害児入所支援（医療型障害児入所施設及び指定医療機関を除く。）

については、運営規程に定める利用（入所）定員の規模に応じた報酬を算定する。 

② ①にかかわらず、多機能型事業所（③の適用を受けるものを除く。）については、当該多機能型事業所等とし

て実施する複数の指定通所支援又は障害福祉サービスの利用定員の合計数を利用定員とした場合の報酬を算

定するものとする。 

③ 多機能型事業所のうち指定通所基準第80条に規定する従業者の員数等に関する特例によらない多機能型事業

所においては、当該多機能型事業所において行う指定通所支援の利用定員のそれぞれの規模に応じて報酬を算

定するものとする。 

 

〇保育所等訪問支援の算定について（平成２７年度改正） 

・他の障害児通所支援を利用した日も保育所等訪問支援の算定が可能。 

 

〇放課後等デイサービスの基本報酬における休業日について 

・基本報酬算定における休業日とは、具体的に以下のとおり。 

 ア 学校教育法施行規則第６１条及び第６２条の規定に基づく休業日 

   公立学校においては国民の祝日、日曜日及び土曜日、教育委員会が定める日、私立学校においては、学則で

定める日 

 イ 学校教育法施行規則第６３条等の規定に基づく授業が行われない日又は臨時休校の日 

   台風やインフルエンザ等による臨時休校の日 

・学校が休業日ではない日に放課後等デイサービスを午前から利用した場合であっても、休業日の取扱いとは

ならない。 

○減算関係  

厚生労働大臣が定める障害児の数の基準、従業者の員数の基準及び営業時間の時間数並びに所定単位数に乗じ

る割合（平成２４年厚生労働省告示第２７１号）、児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要

する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成２４年３月３０日障発０３３

０第１６号。報酬留意事項通知）等を参照すること。 

 

●定員超過減算  

・対象：指定発達支援医療機関、保育所等訪問支援を除く全サービス 

・基本単位（児童指導員等配置加算を含む）から３０％減算（障害児全員） 

・複数のサービス提供単位がある場合には、単位ごと 

 

ア 一日あたりの利用者数が次の人数を超える場合  １）定員 50 人以下・・・定員の 150％ 

２）定員 51 人以上・・・定員の 125％＋12.5 人 

イ 過去 3 か月の一日当たりの平均利用者数が次の人数を超える場合 １）定員 11 人以下・・・定員＋3 人 

２）定員 12 人以上・・・定員の 125% 

※なお、指定基準では定員の遵守が求められており、減算にならない範囲の定員超過といえどもあくまでやむ

を得ない場合に認められるものであることに留意すること。 
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●人員欠如減算  

・対象：児童発達支援（児童発達支援センターを除く）、放課後等デイサービス 

・基本単位（児童指導員等配置加算を含む）から３０％減算（障害児全員） 

ア 直接処遇職員の人員基準上必要とされる員数から 1 割を超えて減少した場合・・・その翌月から人員欠如

が解消されるに至った月まで減算 

イ 直接処遇職員の 1 割の範囲内での減少 ・・・その翌々月から人員欠如が解除されるに至った月まで減算 

ウ ア・イ以外の職員、及び員数以外の要件・・・イと同じ 

※児童発達支援等の人員配置は「サービス提供時間を通じて」必要であるため、人員が不足する時間は減算の

計算対象となってしまうことに留意すること。 

●個別支援計画未作成減算  

・対象：指定発達支援医療機関を除く全サービス 

・基本単位（児童指導員等配置加算及び訪問支援員特別加算を含む）から５％減算 

 

●開所時間減算 （平成２７年度改正あり） 

・対象：児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス（学校休業日のみ） 

①開所時間が４時間未満の場合、基本単位（児童指導員等配置加算を含む）から３０％を減算 

②開所時間が４時間以上６時間未満の場合、基本単位（児童指導員等配置加算を含む）から１５％を減算 

【例】 

 ア 児童発達支援事業所において、営業時間を 9:00～12:00、13:00～16:00 と設定 

 → 営業時間は合計６時間となり、減算の対象とはならない。 

 イ 放課後等デイサービス事業所において、営業時間を 13:00～18:00 と設定 

 → 平日（学校休業日以外）は減算の対象とならない。学校休業日は減算の対象となる。 

 

○加算関係  

児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成２４年厚

生労働省告示第１２２号）、児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成２４

年厚生労働省告示第１２３号）、児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算

定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成２４年３月３０日障発０３３０第１６号。報酬

留意事項通知）等を参照すること。 

  以下に注意点を掲載する。 

●児童指導員等配置加算（平成２７年度新規加算） 

・対象:児童発達支援（児童発達支援センター、主たる対象が重症心身障害児を除く）、放課後等デイサービス（主

たる対象が重症心身障害児を除く） 

・児童指導員、保育士等の有資格者をサービス提供時間を通して１名以上配置すること。 

●児童発達支援管理責任者専任加算  

・対象:全サービス 

・児童発達支援センターにおいて管理者との兼務の場合は算定不可 

・児童発達支援センター以外では、管理者との兼務でも算定可能。 

・障害福祉サービスのサービス管理責任者と兼務の場合、児童福祉法部分について算定可能。 
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●指導員加配加算  （平成２７年度改正あり） 

・対象: 児童発達支援（児童発達支援センター、主たる対象が重症心身障害児を除く）、放課後等デイサービス

（主たる対象が重症心身障害児を除く） 

・児童指導員等を配置する場合と指導員を配置する場合で要件が異なる。 

（１）児童指導員等を配置する場合 

 ①児童指導員等配置加算を算定している事業所において、基準上必要となる員数に加え、サービス提供時間を

通して指導員等を１名以上配置すること。 

 ②児童指導員等をサービス提供時間を通して２名以上配置すること。 

 

（２）指導員を配置する場合 

 ①基準上必要となる人員に加え、指導員等を１名以上配置すること。 

●家庭連携加算（平成２７年度改正あり） 

・対象:保育所等訪問支援以外 

・月２回を限度に算定可能。（平成２７年度改正事項）通所と同一の日に算定することも可能。（平成２７年度改

正事項） 

●事業所内相談支援加算（平成２７年度新規加算） 

・対象:保育所等訪問支援以外 

・通所支援計画に基づき、あらかじめ保護者の同意を得て、障害児及びその家族等に対する相談支援を行った場

合に１月１回を限度に算定可能。 

・事業所において、障害児へのサービス提供時間外に行う保護者を交えた相談を行う場合を想定 

・以下の場合は算定できない 

ア 相談援助が３０分に満たない場合 

イ 相談援助が通所支援を受けている時間と同一時間帯である場合 

ウ 当該相談援助について家庭連携加算又は訪問支援特別加算を算定している場合 

エ 児童が不在の状態で相談援助を行った場合 

・相談援助を行った場合は、行った日時及び内容の記録を行うこと。 

・基本報酬を算定している日も算定は可能。 

●食事提供加算 

・対象:児童発達支援センター 

・平成３０年３月末までの間、保護者の所得区分により、食費を軽減するための加算（児童発達支援センターの

み）。なお、実費部分を徴収することは差し支えない。 

・受給者証記載事項だが、児童発達支援事業等はこの加算の適用がないため、受給者証に記載していない市町村

もあるようなので、必要な場合には確認すること。 

●利用者負担上限額管理加算 

・対象:全サービス 

・支給決定保護者の負担額管理を行う、という加算であるため、兄弟で別々の事業所に通っている場合、片方の

事業所でのみ算定可能。 

●福祉専門職員配置等加算（平成２７年度改正あり） 

・対象:保育所等訪問支援以外 
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（１）加算Ⅰ、Ⅱ:常勤の直接処遇職員のうち社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士（平成２７年度追加）

が一定割合以上の場合加算 

（２）加算Ⅲ:直接処遇職員のうち常勤職員の割合が 75％以上、又は常勤の直接処遇職員のうち３年以上の者の

割合が 30％以上の場合加算 

・職員の異動等で各割合に変更が出てくるので注意。 

●欠席時対応加算（平成２７年度改正あり） 

・対象:保育所等訪問支援以外 

・利用予定日の前々日、前日、当日に急病等予定していなかった理由での中止連絡があった場合に算定が可能 

・障害児の状況を確認し、引き続き通所支援の利用を促すなど相談援助を行うとともに、内容を記録することが必

要。利用中止連絡を受けただけでは算定不可。 

・支給決定日数に含めない扱いが可能となった。 

●特別支援加算 

・対象:児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス 

・実施加算であるため、理学療法士等の資格者を配置するだけではなく、基準に適合した支援を行った児童に対

してのみ算定可能。 

・あらかじめ児童発達支援計画を踏まえた特別支援計画を作成すること、特別支援を行うこと、計画作成・見直

しにあたって保護者に説明し同意を得ること、対象児ごとに訓練記録を作成することが必要。 

●送迎加算 

・対象:児童発達支援（重心児以外を通わせるセンターを除く）、放課後等デイサービス、医療型児童発達支援（重

心児に限る） 

（１）重症心身障害児以外の場合 

居宅と事業所までの送迎を原則とするが、学校と事業所間の送迎（スクールバスのルート上に事業所がない

等の場合のみ）であり、障害児支援利用計画に記載されている場合には算定しても構わない。また、利用者の

利便性を考慮し、適切な方法で事業所の最寄駅や集合場所まで行ったものについても、算定できる場合がある

が、事前に保護者の同意のうえ、特定の場所を定めておく必要がある。 

 （２）重症心身障害児の場合 （平成２７年度新規加算） 

   送迎にあたり、運転手に加えて指定通所基準の規定により置くべき職員を１以上配置している必要がある。 

●延長支援加算（平成２７年度改正あり） 

・保育所等訪問支援以外 

・営業時間が８時間以上の事業所について、営業時間の前後に延長支援をした場合に適用。 

・個別支援計画で必要と認めた場合において、事前に届出を行った上で算定可能な加算なので、たまたま保護者

の迎えが遅れた等の理由では算定できない。 

・重症心身障害児者と重症心身障害児者以外の場合で単価が異なる。（平成２７年度改正） 

●関係機関連携加算（平成２７年度新規加算） 

・対象:保育所等訪問支援以外 

（１）加算Ⅰ 

・障害児が通う保育所等関係機関との連携を図るため、あらかじめ保護者の同意を得て、通所支援計画に関す

る会議を開催し、関係機関との連絡調整を行った場合に年１回算定可能。 

・会議の開催に留まらず、関係機関との日常的な連携調整が必要 

・他の障害児通所支援事業所との連携は加算の対象外。 

・会議や連携調整を踏まえて通所支援計画の作成、見直しを行うこと。 
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・会議の開催日時、内容等を記録すること。 

（２）加算Ⅱ 

・障害児が就学予定の小学校若しくは特別支援学校の小学部又は就職予定の企業等関係機関との連携を図るた

め、あらかじめ保護者の同意を得て、関係機関との連絡調整及び相談支援を行った場合に算定可能。 

・障害児の状態や支援方法を記録した文書を保護者の同意を得たうえで就学先または就職先に渡すこと。 

・必ずしも会議の開催は必要としない。 

・関係機関との連絡調整や相談援助のやりとりを記録すること。 

 

●訪問支援員特別加算（平成２７年度新規加算） 

・対象:保育所等訪問支援 

 障害児通所支援事業、障害児相談支援事業又は障害児入所施設での実務経験が以下の基準を満たすこと 

ア 対象の資格（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・保育士）又は対象の職務（児童指導員・児童発達支

援管理責任者・サービス管理責任者・心理指導担当職員）として配置されてから上記施設等で直接支援、相

談支援の業務に５年以上従事 

イ 上記施設等で直接支援、相談支援の業務に１０年以上従事（アの要件を満たさない場合） 

 

●特別地域加算（平成２７年度新規加算） 

・対象:保育所等訪問支援 

・中山間地域等に居住している障害児に対して訪問支援を行った場合に加算 

 

 

●重度障害児支援加算（平成２７年度改正あり） 

・対象:福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設 

・対象として医療型障害児入所施設が追加 

・以下の要件を満たした場合、１１単位が追加 

ア 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）の課程を修了した者を配置し、支援計画シート等を作成するこ

と 

イ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）の課程を修了した者が支援を行うこと 

 

●福祉・介護職員処遇改善加算（平成２７年度改正あり） 

・キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件を全て満たす場合、新たな加算区分（Ⅰ）を算定可

能となった。 

・加算区分（Ⅰ）に係る留意事項は以下のとおり 

①「キャリアパス要件Ⅰ」の内容 

 次のア、イ、ウの全てに適合していることが必要 

ア 福祉・介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件（福祉・介護職員の

賃金に関するものを含む。）を定めていること 

イ アに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）

について定めていること 

ウ ア及びイの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知し

ていること 
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②「任用等の要件」の主旨 

①のアの「任用等の要件」は、職位、職責又は職務内容等を定め、その職位等に就くにはどのような要件（た

とえば、介護福祉士等の資格、経験年数、介護技術、研修受講歴、過去に従事した職務内容等）を満たせばよ

いかを就業規則等で示すことによって、職員が意欲をもってキャリアを積むことができるよう設定されている。

そのため、次のような内容の就業規則は不十分と考えられる。 

・職位等の定め又はその職位等に就くための要件の明確な定めがない。 

・職員採用（又は人事異動）の手続きの規定にとどまり、職位等の明確な定めがない 

・定期昇給の規定にとどまり、職位等の明確な定めがない。 
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対象サービス
指導項目
（標題）

6
放課後等デイ
サービス

送迎加算

処遇改善の内容等について、従業者への周知が行わ
れていなかった。

処遇改善の内容等を書面で整備し、全ての福祉・介護
職員に周知すること。

放課後等デイサービスにおいて学校と事業所の間で送
迎を行っているが、障害児支援利用計画・個別支援計
画に記載されていない。

保護者等が就労等により送迎ができないなど、要件を
確認のうえ、障害児支援利用計画に記載すること。
（障害児支援利用計画が作成されていない場合は、学
校・事業所・保護者の三者で調整のうえ個別支援計画
に記載することでもよい。）

指導員加配加算は、指定基準で必要とする人員配置に
加え、指導員又は保育士を常時１以上配置している体
制を評価しているので、あらかじめ休暇の取得が見込
まれる場合には、代わりの職員を配置するよう努めるこ
と。

4
児童発達支
援・放課後デ
イサービス

処遇改善加算の対象となる職員以外の職員に支払っ
ていた。

対象となる職種が定められているので、対象となる職
種の職員に対して加算額以上の賃金改善を行うこと。

家庭連携加算の算定対象に当たっては、児童発達支
援計画に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者の同
意を必要があるので、当該加算に関する当該計画への
位置づけを明確にすること。3

児童発達支
援、放課後等
デイサービス

家庭連携加算
について

家庭連携加算の算定対象に当たって、児童発達支援
計画に基づき、あらかじめ通所給付決定保護者の同意
を得る必要があるが、当該加算に関する当該計画への
位置づけが不明確であった。

実地指導等での主な指導事項の概要（報酬編）

事業所内相談
支援加算につい
て

事業所内相談支援加算について、相談援助の場に障
害児が同席していない状態で算定している事例が見受
けられた。

当該加算の算定要件として、障害児及びその家族等に
対する相談援助が必要とされていることから、該当事例
について市町村に連絡の上過誤調整を行うこと。

無断欠席の際に連絡調整・相談援助を行っていないに
も関わらず当該加算を算定している。

1
放課後デイ
サービス

放課後等デイ
サービス給付費
について

学校休業日に放課後等デイサービスを提供した場合
に、授業終了時の単価で請求を行っていた。

2
児童発達支
援、放課後等
デイサービス

指導員加配加
算について

職員が休暇を取得することにより、直接支援員の配置
が、最低基準に定める必要人数しか満たさない日がし
ばしば見受けられた。（該当する日については、指導員
加配加算を算定していなかった。）

過去の当該加算内容を精査し、連絡調整及び相談援
助を行っていなければ、返還又は過誤調整を行うこと。

欠席時対応加
算について

児童発達支
援、放課後等
デイサービス

福祉・介護職員
処遇改善加算

全サービス8

改善を要する事項に係る事例等
（誤った取扱い事例等）

事業者として対応が求められる内容
（適正な取扱い等）

欠席時対応加算を算定した日について、サービス提供
実績記録票に保護者の確認を得ていない。

欠席時対応加算を算定する場合には、欠席日以降に
保護者に確認を求めること。

障害児又はその家族等との相談援助の内容等を記録
していない状態で、欠席時対応加算を算定している事
例が見受けられた。

関係機関連携加算（Ⅰ）を算定しているが、児童発達支
援計画に関する関係機関との会議の結果や日々の連
絡調整等の具体的な方法等を記録されていない。

関係機関連携加算（Ⅰ）については、児童発達支援計
画に関する関係機関との会議の結果や日々の連絡調
整等を踏まえ、児童発達支援計画に関係機関との連携
の具体的な方法等を記載し、児童発達支援計画を作成
又は見直しを行った上で算定すること。連携の具体的
な方法等の記載に当たっては、関係機関との連絡調整
等を踏まえていることが通所給付決定保護者にわかる
よう留意すること。

7
児童発達支
援、放課後等
デイサービス

関係機関連携
加算について

5

当該事例について市町村に連絡の上、過誤調整を行う
こと。また、今後当該加算を算定する場合には、当該障
害児の状況、相談援助の内容等を記録すること。

学校休業日にサービスを提供する場合は、休業日の単
価で請求すること。
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様式第2号(第3条関係)

年　　月　　日　　
　岡山県知事　　　　殿

　　　　　　　　 届出者 
名称　　　　　　　　　　　　　　　　

印

1

2 「法人所轄庁」欄には，届出者が認可法人である場合に，その主務官庁の名称を記載してください。

3 「届出の区分」欄には，今回届出を行う施設について該当する数字を○で囲んでください。

4

5 「特記事項」欄には，変更の状況について具体的に記載してください。

指定障害児支援に要する費用の額の算定に係る体制等に関する届出書

主たる事務所の所在地　

代表者の氏名　　　　　　　　　　　

 このことについて，児童福祉法に基づく指定障害児支援に要する費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労働省令第
557号)に基づき，関係書類を添えて次のとおり届け出ます。

届
出
者

(

設
置
者

)

フ リ ガ ナ

名 称

主たる事務所の所在地

　(郵便番号　　　　　　―　　　　　　)

　　　　　　　　都道府県　　　　　郡・市・区

連 絡 先 電 話 番 号 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

法 人 の 種 別 法 人 所 轄 庁

代表者の職・氏名 職　　　名
フ リ ガ ナ

氏 名

代 表 者 の 住 所

　(郵便番号　　　　　　―　　　　　　)

　　　　　　　　都道府県　　　　　郡・市・区

事
業
所
の
状
況

フ リ ガ ナ

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

　(郵便番号　　　　　　―　　　　　　)

　　 岡山県　　　　　　　　　　　　　　郡・市

連 絡 先 電 話 番 号 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

管理者の職・氏名 職　　　名
フ リ ガ ナ

氏 名

管 理 者 の 住 所

　(郵便番号　　　　　　―　　　　　　)

　　　　　　　　都道府県　　　　　郡・市・区

支　援　の　種　類 指　定　年　月　日 届 出 の 区 分 届出に係る異動の年月日 変更項目

関 係 書 類 別紙のとおり

　1　新規　2　変更
　3　終了

備考 　「法人の種別」欄には，届出者が法人である場合に，社会福祉法人，医療法人，一般社団法人，一般財団
法人，株式会社等の別を記載してください。

「変更項目」欄には，別紙「指定障害児支援に要する費用の額の算定に係る体制等の状況一覧表」に掲げる
項目を記載してください。

受付印
(県民局)

特
記
事
項

変更前 変更後

旧体制届 
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　　年　　月　　日

届出者 法人所在地
法人名
代表者職・氏名 印

1 「実施事業」欄には、該当する欄に「○」を記載してください。
2

3

4 「特記事項」欄には、変更の状況について具体的に記載してください。

電 話 番 号

様式第２号（第３条関係）
障害児通所給付費及び障害児入所給付費の額の算定に係る体制等に関する届出書

岡山県知事 　殿

 このことについて、児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算
定に関する基準(平成24年厚生労働省告示第122号)等に基づき、関係書類を添えて次のとおり届け出
ます。

メールアドレス

事
業
所

名 称

所 在 地 〒

連 絡 先

届出を行うサービス・
施設の種類

実 施
事 業

指 定 年 月 日 届 出 の 区 分
届 出 に 係 る
異動の年月日

変 更 項 目

通
所

児 童 発 達 支 援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

放課後等デイサービス １ 新規　２ 変更　３ 終了

医療型児童発達支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

保育所等訪問支援 １ 新規　２ 変更　３ 終了

入
所

福祉型障害児入所施設 １ 新規　２ 変更　３ 終了

医療型障害児入所施設 １ 新規　２ 変更　３ 終了

特
記
事
項

変更前 変更後

関 係 書 類 別紙のとおり

備考
「届出の区分」欄には、今回届出を行う事業所又は施設について該当する数字を○で囲んでくださ
い。

「変更項目」欄には、別紙「指定障害児支援に要する費用の額の算定に係る体制等の状況一覧表」
に掲げる項目を記載してください。

受付印（県民局）

担当者
職名

氏名

新体制届 
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（参考様式８）

職  　種 氏   名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

＊

① ① ③ ② ① ① ① ③ ② ① ① ① ③ ② ① ① ① ③ ② ①

～ （　　曜日　～　　曜日）

勤務時間 ①　　　　～　　　 ②　　　　～　　　 ③　　　　～　　　

利用定員 名

 備考１　＊欄には、当該月の曜日を記載してください。                                                                                                                      

 　　２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記載してください。勤務時間ごとに区分して番号を付し、その番号を記載してください。

 　　　付した番号については、下記記載例を参考に表下欄の勤務時間欄に記載してください。

       (記載例－勤務時間　①９：００～１７：００（８時間）、②９：００～１３：００（４時間）、③１３：００～１７：００（４時間）　※勤務しない日は空欄)

　　 ３　表下欄のサービス提供時間及び利用定員については、複数単位実施の場合は単位ごとに、曜日によって異なる場合は曜日ごとに記載してください。

 　　４　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、｢週平均の勤務時間｣については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。

 　　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　 　５　当該事業所・施設に係る組織体制図を添付してください。

 　　６　各施設において使用している勤務割表等により、届出の対象となる従業員の職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間が確認できる場合は、その書類をもって添付書類として差し支えありません。

  従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　年　　月分） 支援の種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
事業所名　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

勤務
形態

第　１　週 第　２　週 第　３　週 第　４　週
４週の
合 計

週平均
の勤務
時 間

         (記載例)

サービス提供時間

新勤務形態一覧表 

記入をお願いします。 
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